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様式３ 

会   議   録 

会議名 

（審議会等名） 
相模原市地球温暖化対策推進会議 

事務局 

（担当課） 
環境政策課 電話０４２－７６９－８２４０（直通） 

開催日時 令和３年１２月２３日（木） 午前１０時００分～１２時０５分 

開催場所 オンライン会議（相模原市役所本館２階 第１特別会議室） 

出 

席 

者 

委 員   １１人（別紙のとおり） 

その他    

事務局   ９人（環境共生部長、環境政策課長、外７人） 

公開の可否 ■可  □不可  □一部不可 傍聴者数 ０人 

公開不可・一部

不可の場合は、

その理由 

 

議 題 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１）「相模原市再エネ導入目標」の策定に向けたとりまと

め成果等 

３ その他 
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議 事 の 要 旨 

主な内容は次のとおり。 

１ 開会 

宮崎環境共生部長挨拶の後、次第に従い議事を進行した。 

２ 議題 

（１） 「相模原市再エネ導入目標」の策定に向けたとりまとめ成果等 

  「相模原市再エネ導入目標」の策定に向けた調査について、事務局からこれ

までの進捗状況を説明の後、調査業務の委託先事業者により、調査についてとりま

とめ報告が行われた。 

 

会議資料 １．第３回推進会議の意見と対応（案）から４．ゼロカーボンに向け

た施策検討、までの説明が行われた。 

 

－資料Ｐ９までについて－ 

 （田渕委員） 

前回会議に対する対応のレビューは良かった。別の会議であるが、地球温暖

化対策協議会の取組は、相模原市の中でも重要な位置にあるので、そちらの会

議においても意見に対する回答を市からいただきたい。また、市の職員の方も

忙しいと思うが協議会に参加いただきたい。 

（事務局） 

 地球温暖化対策協議会においても要望への回答や調査の報告等が市にし

っかり伝わるような仕組みを考えていきたい。 

 

 （甲斐田委員） 

  Ｐ８の事例調査では、他にも東京都港区の再エネ１００％の取組や、神奈川

県でも太陽光発電用の屋根貸しや環境教育など様々な取組をしているので、市

として取り入れられる事例が他にもあると思う。 

 

 －資料Ｐ１０～Ｐ１５までについて－ 

 （田渕委員） 

Ｐ１４の対策量の再エネ燃料は、主に車の燃料であるとの説明があったが、

その先のページでは脱炭素燃料という言葉が出てきている。これらの違いがわ

からないので、Ｐ１４の再エネ燃料は何を指すのか。 

  （大日本コンサルタント） 

   再エネ燃料は車の燃料を指している。再エネ熱は施設で使っている燃料分

を指し、工場で使っている熱なども含まれている。後述した産業分野のカー
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ボンニュートラルの燃料というのは再エネの熱の利用分に該当する。 

 

 （田渕委員） 

Ｐ１４の再エネ燃料の目標値は、電気自動車に使う再エネ率のことをいうの

か。それとも、水素やアンモニアの利用率か。 

  （大日本コンサルタント） 

   再エネ燃料は車の燃料を指すので、対策量はＥＶもしくはＦＣＶへの変換

量に該当する。排出量がゼロかどうかは、電気の排出係数等により変わる。

Ｐ１４で示したものについては対策必要量の割り当てで示したもので、ゼロ

カーボンの電気もしくは水素を利用する分となっている。 

 

 （藤倉委員） 

  Ｐ１１～Ｐ１２の地中熱のポテンシャルの推計方法を教えていただきたい。

Ｐ１２では利用できる温度が低いことや、北国での暖房のための利用を想定し

た記載をしているが、夏場に１５℃の冷気を得ることも出来るのでクーラーと

しての省エネ効果もかなりある。 

地中熱を駅前再開発や公共施設、大規模業務系施設の新設時に導入するとい

うのは１つの方法としては良いが、夏の冷房利用による効果についても記載し

てほしい。   

また、今回推計した利用可能量は、冷房を含めたポテンシャルなのかどうか。 

  （大日本コンサルタント） 

ポテンシャルについては、出典に記載しているように環境省の再生可能エ

ネルギー情報提供システム（ＲＥＰＯＳ）の値を採用している。今回示した

数値は夏場の温度を下げる効果のポテンシャルも含めている。 

また、意見いただいた、夏の冷気利用についても追加で記載する。 

 （藤倉委員） 

市街地では、地中熱の冷房利用をメインで入れるのが良いと思う。桜美林大

学でも一部の建物では夏は冷房として、冬場は暖房として実際に利用されてい

る。 

 

 －資料Ｐ１７以降について－ 

 （牛尾委員） 

Ｐ１８に２０３０年に向けての地域課題として、公共施設への再エネや省エ

ネの積極導入とある。現在、公共施設の避難所に整備されている自家発電は基

本的に軽油を燃料としているが、実際の災害時に軽油を持ってくるのは難しい

と思う。公共施設や避難所は軽油を使用する自家発電ではなく、太陽光発電と
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蓄電池などの再エネの導入を積極的に進めてほしい。 

また、公共施設全てに太陽光発電などの再エネを導入したら数値はどのよう

に変わってくるのか。 

  （事務局） 

   市では、災害時の活用も見据えた公共施設への再エネ導入の調査を来年度

検討しており、その中で課題を含めて検討していく。 

 

 （竹内委員） 

  Ｐ１８の戦略１と戦略２で、太陽光発電に関する戦略を立てているが、今年

の初めに太陽光発電量の増加が原因で電力供給のひっ迫が生じた。太陽光発電

を増やす事は良いと思うが、蓄電池を併用するなど自立型の発電方式を考えて

ほしい。 

また、１月、２月は電力会社の供給の余力である予備率について、３．１％

等の数字が国から示されており、地球温暖化対策のために火力発電の運用が難

しくなってきたりしている状況である。このため、分散型の電源で運用してい

けるような仕組みを作ってほしい。 

  

 （藤倉委員） 

電気自動車（ＥＶ）に関する質問だが、ＥＶ充電設備を整備して、その充電

設備を通じて第３者に電気を販売する、ガソリンスタンドの電気版のような事

業（電気の再販売）が制度上できるのか。電気自動車の導入促進では、マンシ

ョンなどの集合住宅の駐車場で充電できるような仕組みが重要だと思う。 

ＥＶとＦＣＶ両方のインフラ整備促進を戦略に掲げているが、個人的には電

気もしくは水素どちらかに絞った方が良いのではないかと思う。 

また、相模総合補給廠の返還地整備では広大な土地の再開発が一から可能な

エリアで、開発後は長く残る場所となるので、大企業と連携して完全なゼロカ

ーボンシティーとして全国のモデルとなるような地域にしてほしい。 

 （竹内委員） 

ＥＶ充電設備の扱いは、設備の所有者がどこの電力小売会社と契約するかに

よって変わるが、充電設備を設置して不特定多数に使用させることに対して

は、特に免許等は必要ない。設備利用についての課金に関しては、急速充電器

に関する協議会に入っていると収益が得られるような仕組みになっている。 

   （事務局） 

   充電スタンドでの電気の販売についてはこちらでも調べている。集合住宅

への設置や、再開発地域に関する意見は承った。 
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（増田委員） 

  Ｐ１９の「エネルギーレジリエンス」とはどういう意味か。 

  また、Ｐ２０にある戦略１の太陽光発電導入促進戦略について、前回の推進

会議で個人投資型の太陽光発電についての意見が出ていたので、取り入れてみ

てはどうか。 

Ｐ２６にある次世代自動車のインフラ整備について、ＥＶ充電設備の電気

や、水素ステーションの水素については再エネ由来のものを使用することがベ

ストだと考えるが、現状ではどのように作られているのか。 

 （大日本コンサルタント） 

「エネルギーレジリエンス」とは、太陽光発電や蓄電池等を災害時に利用

することでレジリエンス（復元力）が強化できるという意味である。戦略６

として、地域新電力も記載しているが、地域でエネルギーの利活用をしてい

く仕組みが防災力の強化にも繋がるということでこのような記載になって

いる。 

   Ｐ２６のＥＶの電力インフラについて、基本的には系統から繋いでいる電

気を充電していることが多い。一方で、太陽光発電を利用したＥＶの充電設

備もあるので、そのような事例を参考にして施策に取り入れたい。 

水素は基本的に天然ガスから作っているものが多い。環境省は再エネ由来

の水素ステーションに対する補助金を出したりもしているので、再エネ水素

を使っていくことが重要だと思う。 

 

 （田中会長） 

  たくさんの意見が出たのでぜひ反映しててほしい。公共施設に再エネを導入

していくことも重要なので検討してほしい。また、市民からの資金調達の仕組

みについても検討してほしい。 

電気や水素はＣＯ２負荷の小さいものを使用するといった前提を、しっかり

示すことが必要ではないか。 

 

（井上委員） 

  ＰＰＡ事業は既存の屋根を使った工事が必要になるが、そういったことも含

まれているのか。太陽光パネルの発電量は、今現在の性能で計算しているのか。

戦略４のバイオマスの利用については市の方でしっかり方針を示してほしい。 

 （大日本コンサルタント） 

   ＰＰＡ事業は工事費も含めて事業者負担とするのが普通となる。パネルの

発電量の性能アップについても考慮がされている。しかし、太陽光発電設置

に関する事業性については、基本的に採算性の検討はそれぞれの事業者が行
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うことであり、パネルの設置場所によって発電量が異なるため一つ一つ見て

いかないといけない。 

（田中会長） 

 バイオマス利用の方針は、市の方でしっかり示してほしい。 

 

（甲斐田委員） 

神奈川中央交通（株）では車の燃料に対する自然エネルギーの活用について、

何か取組をされているのか。東京電力パワーグリッド（株）や東京ガス（株）

では、脱炭素化に向けてどのような取組をしているのか。 

 （香川委員） 

  Ｐ２９の脱炭素燃料（合成メタン）の研究をしている段階である。クレジッ

トの活用はすでに行っており、海外での植林によってオフセットされたカーボ

ンニュートラル燃料を販売している。相模原市では２つの事業所で採用されて

いる。 

また、南区相模大野の伊勢丹跡地に建設されるマンションにおいてカーボン

ニュートラルの都市ガスが使用される予定であり、再エネ電気の利用などマン

ション全体でのカーボンニュートラルを目指す取組に参加している。 

（竹内委員） 

東京電力は２０１６年に分社化しており、火力発電に関連する東京電力フュ

エル＆パワーや株式会社ＪＥＲＡでは、２０５０年までのゼロカーボン施策と

して、燃料をアンモニア等に変換するなど燃料側で脱炭素を目指していくこと

を宣言している。 

また、東京電力グループとしては、山梨県で水素をゼロカーボンで作るため

の実証をしている。全体での取組は行っているが、相模原市限定でやっている

ことはない。 

 

（増田委員） 

Ｐ３４に記載の環境情報センターを核とする情報収集・発信は、まだまだう

まくいっていない。普及啓発イベントと連携した取組はやっているようだが、

毎年同じようなイベントが続いているように感じる。普及啓発をコーディネー

トできるような組織・人材作りが重要だと思う。 

（竹内委員） 

毎年同じようなイベントが続いているという印象はあるので、次世代へ繋げ

てコーディネートしていくことが重要だと思う。 
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 （甲斐田委員） 

Ｐ３２やＰ３３の相模原市の取組の中に、環境教育の実施とあるが、脱炭素

化の実現に向けた節目となる２０３０年以降は、今の子供たちが社会を担うこ

とになる時代となるので、環境教育をしっかりと行ってほしい。 

また、相模原市は「潤水都市さがみはら」をうたっているが、「潤水自然エ

ネルギー都市さがみはら」というような、環境や温暖化対策も重視しているよ

うなイメージも打ち出してみてはどうか。 

 

－全体について－ 

 （布施委員） 

具体的な施策や目標達成に向けたアクションプランはこれからだと思うが、

実現に向けたスケジュール感を示してほしい。 

リニア中央新幹線と補給廠返還地でのまちづくりは非常にわくわくする。町

づくりの推進会議では、相模原駅北側の駅側に近い１５ｈａの返還地のゾーニ

ングを進めている。 

今後、補給廠全体が返還される可能性もあるので、そのこと想定して部分的

ではなく広域的な開発の方針を検討するべきである。部署横断的になると思う

が、まちづくりにうまくゼロカーボンの取組を反映してほしい。 

 

 （田渕委員） 

Ｐ１７の２０５０年のゼロカーボン達成においては、域外購入分が多くを占

めたりするような状態にならないようにしてほしい。 

  Ｐ２１のソーラーシェアリングについて、農家は高齢者が多いので、農家や

地主に対して説明するための資料を早めに作成して、普及啓発をしたらどう

か。耕作放棄地には太陽光パネルを置くだけでなく、市民農園としてソーラー

シェアリングの一部を開放するというようなことをしても良いのではないか。

そうすることによって食への関心、地域との交流の観点でも地球温暖化対策に

なるのではないか。 

  Ｐ２７の地域新電力についても、時間がかかるので早めに対応したほうが良

い。出資などで県も加わった仕組みを作った方がうまくいくと思う。 

  （大日本コンサルタント） 

   化石燃料のクレジット化や再エネの域外購入も施策の一つとなるが、基本

的には、地域で再エネを最大限に導入し、足りない分を外から買うという

スタンスが重要と思う。２０３０年までは再エネの最大限導入に軸足を置

くが、２０５０年になると削減量が多く、かなりの量の再エネを入れない

といけないので域外のエネルギーをどう入れていくのかが重要である。施
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策の進め方の一つでもあるので戦略の方向性としてコメントを承った。 

 

 （田渕委員） 

Ｐ２８のリニア中央新幹線からの電力の排出は相模原市の排出分になるの

か。Ｐ３１、３２にあるＺＥＢの導入に関しては、推進ではなく何年に義務化

するという方針で出してほしい。 

  （大日本コンサルタント） 

   リニア中央新幹線のＣＯ２排出量の考え方について、基本的に鉄道は線路

の長さがそれぞれの地域の割り当て分になるので、相模原市分の排出量は市

内のリニア新幹線の延長路線分が加算される。 

 

（田中会長） 

  他に意見がある方は改めて後日、事務局へお願いしたい。再エネ導入目標の

策定についての検討は、今回で最終になるかと思うが今後の進め方について事

務局からお願いする。 

  （事務局） 

本調査の内容は、調査報告書として本年度中に公表予定である。公表前に

事務局から最終案として委員の皆様に提示することを考えている。来年度以

降、本調査結果の再エネ導入目標を取り入れた温暖化対策計画の改定や、再

生可能エネルギー促進地域の選定を進めるが、その際は委員の皆様に助言い

ただきたい。 

次回は３月を予定している。相模原市地球温暖化対策実行計画の年次報告

書の内容についても意見いただきたい。 

 

 （田中会長） 

具体的な再エネ目標については次年度以降、地球温暖化対策計画を改定する

際に反映していくことになるだろう。 

３ その他 

 特になし 
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相模原市地球温暖化対策推進会議委員出欠席名簿 

 

 氏  名 所 属 等 備 考 出欠席 
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３ 安藤 義和 神奈川中央交通東㈱相模原営業所   欠席 

４ 前山 善憲 一般社団法人相模原市商店連合会   欠席 

５ 布施 昭愛 相模原商工会議所 中小企業振興部  出席 

６ 竹内 信義 東京電力パワーグリッド㈱ 相模原支社   出席  

７ 香川 健 東京ガス㈱神奈川西支店   出席  
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１０ 井上 義郎 さがみはら津久井郡森林組合   出席 

１１ 増田 和美 さ が み は ら 地 球 温 暖 化 対 策 協 議 会   副会長 出席 

１２ 甲斐田 博高 公募委員  出席  
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